
公告 

 地方独立行政法人長野県立病院機構契約事務規程第６条第１項の規定により、次のとおり一

般競争入札に付します。 

  令和４年８月17日 

地方独立行政法人長野県立病院機構 

長野県立こども病院長  中 村 友 彦  

１ 入札に付する事項 

(1) 工事名 

令和４年度 長野県立こども病院北棟ナースコール設備更新工事 

(2) 工事内容 

入札説明書、仕様書及び設計図書による。 

(3) 履行期間 

令和４年９月20日（火）から令和５年３月31日(金)まで 

(4) 履行場所 

安曇野市豊科3100   

長野県立こども病院 

(5) 入札方法 

価格の総額について行います。なお、落札者の決定に当たっては、入札書に記載され

た金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該加算した金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）をもって落札価格としますの

で、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積も

った契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載してください。 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

次のいずれにも該当する者であることとします。 

(1) 地方独立行政法人長野県立病院機構契約事務規程（以下「契約事務規程」という。）第

４条第１項に定める当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復

権を得ない者でないこと。 

(2) 契約事務規程第４条第３項及び第４項各号の規定により競争入札に参加させないと

された者でないこと。 

(3) 契約の履行に当たり、(2)に掲げる者を代理人、支配人その他使用人又は入札代理人

として使用する者でないこと。 

(4) 長野県建設工事入札参加資格を有する者のうち、電気・電気通信工事において資格

総合点数が819点以上の者であること。 

(5) 建設業における電気通信工事の許可を受けていること。 

(6) 建設業法(昭和24年法律第100号)第28条の規定により営業停止の処分を受けていない

者であること。 

(7) 会社更生法（平成14年法律第154号）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基

づく更生手続開始の決定又は再生手続の開始の決定があった者でないこと。  

(8) 長野県建設工事等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（平成23年３月18日

付け22建政技第337号）に基づく入札参加停止の措置を受けていない者であること。 

(9) 長野県暴力団排除条例（平成23年長野県条例第21号）第２条第２号に規定する暴力

団員又は同条例第６条第１項に規定する暴力団関係者でないこと。 



(10) 過去５年以内に100床以上の病院において、ナースコール設備を更新した実績を有す

ること。 

(11) 長野県内に本店、支店又は営業所を有し、迅速に保守ができる体制を有すること。 

(12) その他仕様書及び設計図書に記載されている技術的要件を持たす者であること。 

３ 入札説明書、仕様書及び設計図書の交付期間 

公告日から令和４年８月30日（火）までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日午前９時か

ら午後５時まで。 

４ 入札説明書、仕様書及び設計図書の交付場所、契約条項等を示す場所及び問い合わせ先 

安曇野市豊科3100 

長野県立こども病院 事務部総務課 

 電話番号 0263(73)6700 内線3012 

５ 入札手続等 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

(2) 入札及び開札の日時及び場所 

ア 日時 令和４年９月12日（月）午前10時 

イ 場所 長野県立こども病院 看護会議室 

(3)  郵送による場合の入札書の受領期限及び提出場所 

ア 受領期限 令和４年９月９日（金）午後５時 

イ 提出場所 上記４の場所 

(4) 入札者に要求される事項 

この入札に参加を希望する者は、入札説明書に定める必要事項について説明した書類

を令和４年８月30日（火）午後５時までに上記４の場所に提出してください。この場合に

おいて、開札日の前日までの間に必要な証明書等の照会があったときは、入札に参加を

希望する者の負担において説明してください。 

(5) 入札保証金 

地方独立行政法人長野県立病院機構会計規程（以下「会計規程」という。）第44条第１

項に規定する入札保証金を、別に定める期限までに納付してください。ただし、契約事務

規程第７条第２項各号に掲げる担保を提供した場合又は契約事務規程第８条第１項各号

に該当する場合は、納付する必要はありません。 

(6) 契約保証金 

会計規程第45条第１項に規定する契約保証金を、別に定める期限までに納付してくだ

さい。ただし、契約事務規程第７条第２項各号に掲げる担保を提供した場合又は契約事

務規程第31条各号に該当する場合は、納付する必要はありません。 

(7) 入札の無効 

契約事務規程第11条各号に該当する入札書は、無効とします。 

(8) 契約書作成の要否 

必要とします。 

(9) 落札者の決定方法 

予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって申込みをした者を落札者として決定

します。 

６ その他 

詳細は、入札説明書、仕様書及び設計図書によります。 


